




 

はじめに

厚生労働省の社会保障審議会（福祉部会福祉人材確保専門委員会）の報告書「ソーシャルワーク専

門職である社会福祉士に求められる役割について」（平成 年 月 日）では、地域共生社会の実

現に向けて、社会福祉士には、包括的な相談体制及び住民主体の課題解決体制を構築するための実

践力が求められていることが明記されています。

この報告書を踏まえて、令和３年度から社会福祉士養成課程における新カリキュラムが導入されまし

たが、新カリキュラムを履修した学生が国家資格を取得し、実践現場においてソーシャルワーク専門職と

しての役割を果たせるようになるためには、今後、数年程度かかります。つまり、「地域共生社会の実現

に資する人材」として社会福祉士が期待に応えるためには、現任の社会福祉士の実践力向上が急務と

なっています。

また、昨今の新型コロナウィルスの影響により、対面でのスーパービジョンが実施困難な状況があり、

ＩＣＴ（情報通信技術）等を活用したスーパービジョンが進められつつあるものの、「進め方の手順」など

の基本的なルールが定められていないがために、実際の運用は「スーパーバイザーまかせ」となってい

る現状もあります。また、本会が令和２年度社会福祉推進事業「地域共生社会の実現に向けた現任社

会福祉士の研修プログラムの開発とスーパービジョンの実態把握に関する調査研究事業」において実

施した「スーパービジョンに関する実態調査」からは、「スーパービジョンでは、ミクロレベルの実践につ

いてはよく取り上げられているが、メゾ（地域・組織）およびマクロレベルの実践についてはミクロほど取

り上げられていない」ことが明らかになっており、これらの課題を解決するために、現任のスーパーバイ

ザーのフォローアップを行うための人材養成に早急に取り組むことが必要です。

そこで、本調査研究事業では、本会が令和２年度社会福祉推進事業において試行した現任研修プロ

グラムや ラーニング講義教材をふまえ、全国の現任社会福祉士を対象に研修プログラムの全国展開

にむけた基盤構築を行うとともに、スーパーバイザーに対するフォローアップ体制の構築にむけた事業

を実施しました。

具体的には、地域共生社会の実現に資するソーシャルワーク実践能力を育成するための研修等を各

地域で行う際に必要とされる人材の養成として、①講師養成プログラムの開発及び研修運営の手引き

を作成するとともに、②全国展開版の研修プログラムを地域で展開するための講師養成研修を実施い

たしました。

また、地域共生社会の実現に資するソーシャルワーク・スーパービジョンの質の向上にむけたスーパ

ーバイザーのフォローアップを実践できる人材の養成として、①都道府県において、地域共生社会の実

現に資するスーパービジョンを中心となって推進していくことができる人材を対象としたリーダー研修の

開発・試行を行うとともに、②「ＩＣＴを活用したスーパービジョン」に関する基本ルール、進め方について

手引きとして取りまとめ、関係機関へ配布をいたしました。

本事業を通じ、得られた成果は、地域共生社会の実現に向けて、現任の社会福祉士の実践力向上に

つながり、個人（本人）、家族、地域等におけるソーシャルワークの幅広い役割を果たすことが可能な人

材の養成に向けて、有効な道筋と結果を示すことができたと考えております。

最後になりますが、本事業にご理解とご協力をいただきました、委員、オブザーバー、知見をご提供い

ただきました協力者の皆様、現任の社会福祉士の皆様をはじめとする、関係各位に心から厚くお礼申し

上げます。

２ 年 月

公益社団法人 日本社会福祉士会

会長 西島 善久
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第 章 事業の概要

１．背景

厚生労働省の社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会の報告書「ソーシャルワーク専門

職である社会福祉士に求められる役割等について」（平成３０年３月２７日）（以下、「専門委員会報告書」

という。）では、地域共生社会の実現に向けて、社会福祉士には、包括的な相談支援体制及び住民主体

の地域課題解決体制を構築するための実践力の向上が求められていることが示され、地域全体での社

会福祉士育成のための取り組みについて、「職能団体や養成団体等が中心となり、現任の社会福祉士

が、他の専門職や地域住民等と協働してソーシャルワークに関する知識・技術や実践事例等を学び合い、

それぞれの力を合わせながら実践能力を向上させることができるような場づくりを推進することが必要

である」と明記されている。

この専門委員会報告書では、「社会状況の変化やニーズの多様化・複雑化に伴い、社会福祉士の活

躍の分野は拡がってきており、実践力を向上させていくためには、資格取得後の不断の自己研鑽」と「職

能団体が中心となって取り組んでいる認定社会福祉士制度を活用すること」、そして「現任社会福祉士

の育成には、就労先の事業所（雇用者）が社会福祉士の自己研鑽の意義を理解し、スーパービジョンへ

の理解が重要」であることが指摘されている。

さらに、地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会（地域共生社

会推進検討会）の最終とりまとめ（令和元年１２月２６日）においても、「多機関協働の中核の機能（世帯

を取り巻く支援関係者全体を調整する機能）」等を担うことが想定される「ソーシャルワーク専門職」をは

じめとする「人材の支援の質」を担保することが、包括的支援体制を機能化させるための「要」であり、人

材の育成・確保に向けた環境整備を図ること、そして「相談支援に関するスーパーバイズ、人材育成」の

重要性が示されている。

こうした状況の中で、令和３年度から社会福祉士養成課程における新カリキュラムが導入されている

が、それを履修した学生が国家資格を取得し、現場においてソーシャルワーク専門職としての役割を果

たせるようになるには、今後、数年間程度かかることとなる。その一方で、実践現場で働いている社会福

祉士が専門委員会報告書やカリキュラム改正等において求められている新たな役割を速やかに果たし

ていくためには、地域共生社会の実現に向けた現任社会福祉士に対する研修体制及びスーパービジョ

ンの体制構築が喫緊の課題となっている。

昨今の新型コロナウイルスの影響により、対面でのスーパービジョンが実施困難な状況があり、

（情報通信技術）等を活用したスーパービジョンが進められつつあるものの、「進め方の手順」等などの

基本的なルールが定められていないがために、実際の運用は「スーパーバイザーまかせ」となっている現

状もある。また、本会が令和２年度社会福祉推進事業として実施した「地域共生社会の実現に向けた現

任社会福祉士の研修プログラムの開発とスーパービジョンの実態把握に関する調査研究事業」では、

「スーパービジョンでは、ミクロレベルの実践についてはよく取り上げられているが、メゾ（地域・組織）お

よびマクロレベルの実践についてはミクロほど取り上げられていない」ことが明らかになっており、これら

の課題を解決するために、現任のスーパーバイザーのフォローアップを行うための人材養成に早急に取

り組むことが必要である。
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よびマクロレベルの実践についてはミクロほど取り上げられていない」ことが明らかになっており、これら

の課題を解決するために、現任のスーパーバイザーのフォローアップを行うための人材養成に早急に取

り組むことが必要である。

２．事業項目

そこで、本調査研究事業では、本会が令和２年度社会福祉推進事業において試行した現任研修プロ

グラムや ラーニング講義教材をふまえ、全国の現任社会福祉士を対象に研修プログラムの全国展開

にむけた基盤構築を行うとともに、スーパーバイザーに対するフォローアップ体制の構築にむけた事業

を実施した。具体的な内容は以下のとおりである。

図表１ ２ １ 事業項目

（１）地域共生社会の実現に資する研修プログラムを都道府県で開催する人材の養成

１）講師養成研修プログラムの開発

２）講師養成研修の開催

３）研修運営の手引きの作成

（２）スーパーバイザーのフォローアップを実践できる人材の養成

１）リーダー研修の開発・試行

２） を活用したスーパービジョンに関する手引きの作成

３．事業実施上の配慮

（１）コロナ禍における事業実施上の配慮

本調査研究事業では、コロナ禍における研修のため、完全オンラインでの開催を行った。

また、委員会はすべてリモートで行い、コロナ感染防止に万全の注意を払って事業に取り組んだ。

（２）コロナ禍における事業計画の変更

地域共生社会の実現に資する研修プログラムを都道府県で開催する人材の養成については、受講者

について当初は各県 名の 名定員で予定をしていたが、すべての講義を１人の講師が担当するこ

とは考えづらいこと、 を活用したオンラインでの実施により会場の広さという実施上の制約がなくな

ることから、募集定員を 名に増やし実施した。

また、全国展開するための研修運営の手引きについては、ハイブリッド方式について検討しながら進

める予定であったが、コロナの感染拡大の収束が見込めず、作成した手引きに基づいたハイブリッド研

修の検証が見込めないこと、できるだけ多くの都道府県で展開できるように現実に運営しやすい開催方

法とすることとともに、地域共生社会の実現に資するという研修の内容特性から研修時に受講者同士の

積極的な交流が図れる集合研修方式での開催を基本にすることとした。

また、感染拡大予防の対応として を活用したオンライン研修が実施できるよう、講師養成研修で

実施したオンライン方式について記載した。検証には至らなかったが、ハイブリッド方式についても記載

した。
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（３）倫理的配慮

地域共生社会の実現に資する研修プログラムを都道府県で開催する人材の養成事業にて実施した

アンケート調査については、匿名性を確保したうえで、本事業の報告書において公表すること、データに

ついては、厳重に保管し、報告書の公表後に破棄すること等を伝えた上で実施した。

スーパーバイザーのフォローアップを実践できる人材の養成に係る事業におけるリーダー研修の開催

にあたっては、オンライン研修に伴う個人情報保護への配慮として、受講者から提出された課題の閲覧

は、講師と運営スタッフのみに限定し、受講者間での紙及び電子データ等による共有はせず口頭報告の

みで演習を進めるための工夫を行い、データの漏洩防止に配慮した。

また、研修受講者を対象としたアンケートでは、協力依頼時に、アンケートで得られたデータは研究目

的以外には使用しないこと、データは統計的に処理し個人を特定できない形で本事業（社会福祉推進

事業）の報告書において公開すること、データについては、厳重に管理し、報告書の公表後に破棄するこ

とを伝えた上で実施した。

４．評価委員会からの留意事項について

事業の採択にあたっては、評価委員会からの留意事項として、「過去、類似したテーマの取り組みをし

ており、違いがわかりにくい。これまでの成果についての効果測定が必要なのではないか」「研修開催に

当たっては、参加者へのアンケート調査等の手法によって、必ず効果測定をし、問題点や課題があれば、

修正されたい」と指摘を受けた。そこで、本事業を進めるにあたっては、これらの留意事項をふまえなが

ら実施することとした。

一つ目の指摘については、「地域共生社会の実現に資する研修プログラムを都道府県で開催する人

材の養成」にかかる事業では、昨年度は開発した研修プログラムについて現任社会福祉士を対象に試

行研修を行う事業であったため実際に研修を試行した。また、その結果に基づいて研修プログラム及び

講義要綱を見直した。今年度の事業では、昨年開発したプログラムと教材を基に、プログラムの全国展

開のための講師養成を行うことと都道府県で開催するための運営の手引き作成という事業であり、明ら

かに昨年度とは事業目的及び対象が異なる事業と言える。また、二つ目の指摘については、研修受講者

にアンケート調査を実施し、参加者の理解度を確認した上で、研修プログラム及び効果的な教授のため

のポイントを改めて検討した。

５．事業の概要

以下、事業の概要について「地域共生社会の実現に資する研修プログラムを都道府県で開催する人

材の養成」「スーパーバイザーのフォローアップを実践できる人材の養成」という２つの柱ごとに記載する。

（１）地域共生社会の実現に資する研修プログラムを都道府県で開催する人材の養成

現任の社会福祉士が地域共生社会の実現に向けて新たに求められる役割や機能を果たすことがで

きるよう 年度に開発し、 年度に試行、プログラム及び教材の見直しを実施した。今年度の

事業としては「地域共生社会の実現に向けたソーシャルワーク実践力養成研修」の全国展開に向け、講

師養成研修プログラムの開発及び講師養成研修を開催し、その結果をふまえて全国展開のための人材

の養成研修（講師養成研修）プログラムの構築及び研修運営の手引きの作成をすることを目的とした。
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そこで、昨年度開発をした研修プログラムを実施するための講師養成研修のプログラムを開発し、講

義部分は ラーニング講座により事前受講し、その後 日研修を開催し、参加者アンケートによる評価

を行い、全国展開に向けて各科目の講義要綱の見直しを検討した。

１）講師養成研修プログラムの開発

①講師養成研修プログラムと講師養成研修用の講義要綱の作成

年度に現任の社会福祉士が地域共生社会の実現に向けて新たに求められる役割や機能を果

たすことができるようプログラム開発した「地域共生社会の実現に向けたソーシャルワーク実践力養成

研修」の講義部分は、 年度に作成した ラーニング講座（オンデマンド）を使用することとし、演

習部分について講師養成研修のためのプログラム開発を行った。講師は、本研修の趣旨、ねらいを押さ

えた上で各科目を担当できるように、すべての科目について受講を必要とし、演習の前提となる講義部

分である ラーニング講座（オンデマンド）を視聴した上で受講することとした。研修内容は、「地域共生

社会の実現に向けたソーシャルワーク実践力養成研修」の一部体験をしながら、教授法について理解す

るプログラムとした。

講師養成研修の研修プログラム、各科目の講義要綱を別掲する（第 章の１（１８ページ～３０ページ）

参照）。

２）講師養成研修の開催と評価

①講師養成研修の開催

「地域共生社会の実現に向けたソーシャルワーク実践力養成研修（講師養成研修）」を双方向型のリ

モート方式で 月 日に開催した。ツールは ミーティングを用い、各講師及び事務局はそれ

ぞれ異なる場所で研修運営に参加した。受講者は、現任の社会福祉士であることの他、講師養成研修

の目的に賛同できること、研修後のアンケートに協力できること、今後「地域共生社会の実現に向けたソ

ーシャルワーク実践力養成研修」の講師を担えること、都道府県社会福祉士会の推薦を受けられること

を要件とした。その結果、研修受講者は 名、修了者は 名となった。

研修の内容及び運用の評価方法として、研修主催当事者である講師及びスタッフによる研修終了後

の評価（振り返り）、受講者全員による研修受講後のアンケート評価の つの方法で行った。

②講師及びスタッフによる評価

研修終了後、研修主催当事者として講師及びスタッフによる「研修プログラム全体に関すること」「各

科目に関すること」「研修運営等に関すること」について、振り返りを実施した。

③研修会後の受講者アンケートの結果

受講者に対して、研修後にアンケート調査を実施した。アンケートでは、各科目の演習をする際のポイ

ントについて理解できたと思うかどうか、その科目についての意見・要望、講師ができると思うかどうか、

所属する県士会での実施予定について把握することにより、講師予定者の理解度と適切に研修を実施

するためにどのような支援が必要か分析を行った。
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）全国展開に向けた講師養成研修プログラムの構築

①講師養成研修をふまえた見直し

講師養成研修の評価結果をふまえて、講師養成研修プログラムの構築にむけて、以下の事項の見直

しを行った。

項目 内容

講師養成研修用の

講義要綱の見直し

・講師養成研修後の振り返りの内容をふまえ、講師養成研修用の講義要綱

の見直しを行った。

全国展開用講義要

綱の見直し

・受講者アンケートの結果を踏まえて、全国展開の講師用の講義要綱につい

て見直しを行った。

全国展開用研修資

料の提供

・受講者アンケートの結果を踏まえて、全国展開のために講師が使用できる

研修資料を提供することとした。

研修運営の見直し ・講義を ラーニング講座で視聴しておくことについて、受講決定（ メー

ル）において案内したが、募集要項にも明記し、受講者が余裕をもって視聴

を済ませることができるようにすることとした。

なお、研修プログラムは以下のとおりである。

地域共生社会の実現に向けたソーシャルワーク実践力養成研修（講師養成研修）プログラム構成

全国展開版（オンデマンド講義＋ 日間プログラム（演習））

科目名 講義

ラーニング（ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ）

演習（双方向）

集合 ﾘﾓｰﾄ

当研修の全体像とこれから求められる社会

福祉士像
１１分 分

地域共生社会の意義・地域共生社会の実現

において求められる機能
４５分 分

アイスブレーク含む
地域共生社会の実現に向けたソーシャルワー

ク
４２分

排除をつくらない相談支援体制の構築 ４５分 分

アドボカシーと意思決定支援 ４１分 分

地域で支える体制の構築 ４４分 分

地域福祉の計画づくり ４４分 なし

地域アセスメントとネットワーク構築 ４７分 分

社会資源の活用・開発 ４８分 分

ソーシャルアクション ４３分 なし

研修の振り返りと明日からの実践に向けて なし 分

合計時間 ４１０分 ３ ５分

6



 

）全国展開に向けた講師養成研修プログラムの構築

①講師養成研修をふまえた見直し

講師養成研修の評価結果をふまえて、講師養成研修プログラムの構築にむけて、以下の事項の見直

しを行った。

項目 内容

講師養成研修用の

講義要綱の見直し

・講師養成研修後の振り返りの内容をふまえ、講師養成研修用の講義要綱

の見直しを行った。

全国展開用講義要

綱の見直し

・受講者アンケートの結果を踏まえて、全国展開の講師用の講義要綱につい

て見直しを行った。

全国展開用研修資

料の提供

・受講者アンケートの結果を踏まえて、全国展開のために講師が使用できる

研修資料を提供することとした。

研修運営の見直し ・講義を ラーニング講座で視聴しておくことについて、受講決定（ メー

ル）において案内したが、募集要項にも明記し、受講者が余裕をもって視聴

を済ませることができるようにすることとした。

なお、研修プログラムは以下のとおりである。

地域共生社会の実現に向けたソーシャルワーク実践力養成研修（講師養成研修）プログラム構成

全国展開版（オンデマンド講義＋ 日間プログラム（演習））

科目名 講義

ラーニング（ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ）

演習（双方向）

集合 ﾘﾓｰﾄ

当研修の全体像とこれから求められる社会

福祉士像
１１分 分

地域共生社会の意義・地域共生社会の実現

において求められる機能
４５分 分

アイスブレーク含む
地域共生社会の実現に向けたソーシャルワー

ク
４２分

排除をつくらない相談支援体制の構築 ４５分 分

アドボカシーと意思決定支援 ４１分 分

地域で支える体制の構築 ４４分 分

地域福祉の計画づくり ４４分 なし

地域アセスメントとネットワーク構築 ４７分 分

社会資源の活用・開発 ４８分 分

ソーシャルアクション ４３分 なし

研修の振り返りと明日からの実践に向けて なし 分

合計時間 ４１０分 ３ ５分

 

②研修プログラムと講義要綱

全国展開に向けた研修プログラム、各科目の講義要綱及び講義のスライドを別掲する（第 章の３

（ ５ページ～ ７ページ）参照）。講義は 年度に作成した ラーニングによるオンデマンドを活

用し、演習は基本的に集合方式で実施をすることとした。

４）全国展開に向けた研修運営の手引きの作成

本研修の趣旨、ねらいをふまえて全国で研修開催ができるように、また、円滑な研修運営に資するた
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とすることが望まれることから、集合研修方式を基本としつつ、感染拡大予防の対応として を活用

したオンライン研修が実施できるよう、集合研修方式とオンライン方式に対応する運営の手引きとするこ

ととした。

全国展開に向けた研修運営の手引きを別掲する（第 章の２（５１ページ～１１３ページ）参照）
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（２）スーパーバイザーのフォローアップを実践できる人材の養成

１）リーダー研修の開発・試行

地域共生社会の実現に向けたスーパービジョンの推進とスーパービジョンの質の向上に向けて、スー

パービジョンを地域で中心となって実践し、スーパーバイザーのフォローアップができる人材を養成する

ため、「スーパーバイザーのためのリーダー研修」のプログラムを開発するとともに、研修を試行した。

①試行研修の開催

研修プログラム全体は、新型コロナウイルス感染症対策の観点から、事前の ラーニング視聴等によ

る「オンデマンド学習」と同時双方向性型のＷｅｂ会議ツール（ ミーティング）を活用した「ライブ研

修」（ 日間）の組み合わせによって開催することとした。

ライブ研修は、２０２２年２月２３日に開催し、講師・スタッフは、それぞれ異なる場所でリモートによる研

修運営を行った。

受講要件は、①スーパービジョンを実施している者（３件以上の実績がある者）、②都道府県社会福祉

士会から推薦された社会福祉士、③日本社会福祉士会主催の「スーパーバイザーフォローアップ研修」

を受講修了している者、④認定社会福祉士認証・認定機構のスーパーバイザー登録者、のいずれかを

満たす者とし、４９名が受講した。

研修の目標及びプログラムは、図表１－５－ 、図表１－５－ のとおりである。

図表１－５― 研修目標

①スーパービジョンを地域で中心となって実践し、スーパーバイザーのフォローアップができるよう

になる。

②ソーシャルワーク実践力を向上させ、包括的な相談体制及び住民主体の地域課題解決体制の構

築に寄与できるようになる。

③上記について、地域の中で中核的な機能を担うことが想定されるリーダーとして役割を果たせる

ようになる。

図表１－５― 研修プログラム

【事前課題Ⅰ－１】：オンデマンド学習：講義動画の視聴

講義 「地域共生社会の実現に向けた社会福祉士の役割とスーパーバイザーへの期待」４５分

講師：道念由紀氏（厚生労働省社会・援護局 社会福祉専門官）

講義 「地域共生社会の実現に向けたソーシャルワーク・スーパービジョン」５０分

講師：野村豊子教授（日本福祉大学大学院）

【事前課題Ⅰ―２】：視聴後の記述課題

オンデマンド学習の動画視聴を踏まえ、次の（１）～（３）の項目について、①「現在実施している取り

組みや工夫していること（がんばっていること）」、 ②「自らが課題であると感じていること」、③「今後

取り組むべき改善アクション」について記述する。
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（１）「地域共生社会の実現」に向けたご自身のソーシャルワーク、ソーシャルアクション（メゾレベル、

マクロレベルへの働きかけ）に関すること

（２）「地域共生社会の実現」に貢献する社会福祉士への支援を意識したソーシャルワーク・スーパー

ビジョン実践に関すること

（３）「地域共生社会の実現」に貢献する社会福祉士への支援を推進するための体制づくりに関する

こと

【事前課題Ⅰ－３】：視聴後の記述課題

現時点で、あなたが考える「リーダーの目指すべき役割」及びそれらを実現するための工夫や取り

組みについて、６００字以内で記述する。

【ライブ研修プログラム】

時間 内 容

～ （５分） オリエンテーション

開会挨拶：中田 雅章 氏（日本社会福祉士会副会長）

～ （６０分） 講義「スーパービジョンにおけるリフレクション」

講師：岡田 まり 氏（立命館大学）

～ （１０分） 休憩

～

・演習 分（休憩含む）

・昼食 分

演習「スーパービジョン実践の振り返り」

講師：齊藤 順子 氏（淑徳大学）

田村 満子 氏（たむらソーシャルネット）

～ （７０分） 講義・演習「リーダーの目指すべき役割とは」

講師：鈴木 智敦 氏（名古屋市総合リハビリテーションセンター）

～ （１５分） 講義「総括・まとめ」

講師：野村 豊子 氏（日本福祉大学）

閉会

②委員・スタッフによる評価

ライブ研修当日、委員（講師）・スタッフは、研修の実施状況及び受講者の取り組み状況等を観察し、

共通の評価項目を設定した「研修評価のためのフィードバックシート」（別掲）に記入した。また、研修終

了後に委員・スタッフ全員で研修全体の振り返りを行い、成果と課題を共有した。

詳細は、第 章の１ －（２）－１）で記載する。

③受講者アンケートの実施と結果

受講者を対象に、研修終了後のアンケートを実施した。回答率を上げるため、受講者へは、ライブ研修

２日前にメールでアンケートへの協力を依頼し、研修当日も口頭によって協力を求めた。

結果、受講者４９名の全員から回答が得られた。アンケート結果からは、受講者の９０％以上が、今回

の研修で地域共生社会の実現に資するスーパービジョンを実践していくためのリーダーとしての役割を

担っていくにあたり、自分自身の課題の発見につながったと回答している。また、自由記述では、本研修
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はとても有意義で、継続的、定期的に開催してほしいという声や、スーパーバイザーとしての力量を高め

る機会、スーパーバイザー同士でつながることが必要といった意見が多かった。一方、もう少し余裕があ

るプログラムのほうがよい、といった意見もあった。

詳細は、第３章の１．－（２）－ ）で記載する。

２） （情報通信技術）を活用したスーパービジョンに関する手引きの作成

新型コロナウイルスの影響により、対面でのスーパービジョンが実施困難な状況の中で、 （情報通

信技術）を活用したスーパービジョンの実施方法の手順等については明確な基準がないまま行われて

いる現状がある。

（情報通信技術）の活用は、スーパーバイザーとスーパーバイジーの物理的距離の壁を越え、移

動時間、交通費、心理的負担感等の「コスト」を大幅に下げることができ、スーパーバイジーにとっ

ては従来より広範にスーパーバイザーとの出会いを求めることができるため、 （情報通信技術）を活

用することのメリットは大きい。一方、対面式に比べてスーパービジョンの効果には制約を生じることが

あり得る点や、 （情報通信技術）を活用する上での技術的や倫理的に配慮すべき事項も少なくない。

そこで、本事業では、 （情報通信技術）を活用したスーパービジョンが、より効果的かつ安全に行

われるよう、 （情報通信技術）を活用したスーパービジョンを行う際の「１．基本的姿勢」「２．契約時

の留意点」「３． （情報通信技術）を活用してスーパービジョンを実施する場合の付帯事項協定書」

「４．事例を取り扱う際のガイドライン」の 項目に整理し、「手引き」としてまとめた。

なお、今回の手引きは、個人スーパービジョンに焦点を当てたものであり、スーパービジョンの別の類

型であるグループスーパービジョンについては、個人スーパービジョンとは異なる観点からの検討が必

要であるところから、今回のガイドラインでは触れていない。

詳細は、第３章の２．で記載する。

６．事業実施体制

本調査研究事業の実施にあたっては、「現任研修委員会」「リーダー研修プログラム検討委員会」「

を活用したスーパービジョンの手引き検討委員会」の３つの委員会を設置した。委員会は、相互に情報

共有の機会をもちながら、それぞれの事業を実施した。

（１）現任研修委員会

１）委員会等

①委員会委員

氏 名 所 属 備 考

１ 中田 雅章 日本社会福祉士会 理事 委員長

２ 荒井 浩道 駒澤大学

３ 逸持治 典子 会津長寿園指定居宅介護支援事業所

４ 髙良 麻子 法政大学

５ 髙山 由美子 ルーテル学院大学

６ 樽井 康彦 日本ソーシャルワーク教育学校連盟、龍谷大学

７ 土谷 長子 皇學館大学
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③オブザーバー

氏 名 所 属

１ 道念 由紀 厚生労働省 社会・援護局 総務課 社会福祉専門官

④事務局

氏 名 所 属

１ 北村 裕美子 日本社会福祉士会 事務局次長

３ 中野 駿 日本社会福祉士会 総務・組織運営グループ

２）開催状況

①委員会（６回）

日 時 場 所

１ １年 月９日（金） 会議室（ ）

２ 年 月 日（月） 会議室（ ）

３ １年 月 日（火） 会議室（ ）

４ 年 月 日（火） 会議室（ ）

５ 年３月１日（火） 会議室（ ）

６ ２年３月 ５日（金） 会議室（ ）

３）手引き作業チーム

①手引き作業チーム委員

氏 名 所 属

１ 逸持治 典子 会津長寿園指定居宅介護支援事業所

２ 土谷 長子 皇學館大学

②手引き作業チーム開催状況（１回）

日 時 場 所

１ 年 月 日（日） 会議室（ ）

２ ２０２２年２月 （火） 会議室（ ）

（２）リーダー研修プログラム検討委員会

１）委員会等

①委員会委員

氏 名 所 属 備 考

野村 豊子 認定社会福祉士認証・認定機構 理事、日本福祉大学 委員長

岡田 まり 立命館大学

齊藤 順子 日本ソーシャルワーク教育学校連盟、淑徳大学

鈴木 智敦 名古屋市総合リハビリテーションセンター
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高野 八千代 社会福祉法人南魚沼福祉会

田村 満子 有限会社たむらソーシャルネット

中田 雅章 日本社会福祉士会 副会長、中田社会福祉士事務所

②研修講師・運営スタッフ（スーパーバイザーのためのリーダー研修）

氏 名 所 属

野村 豊子 認定社会福祉士認証・認定機構理事、日本福祉大学

安藤 千晶 静岡市清水医師会 在宅医療介護相談室

岡田 まり 立命館大学

齊藤 順子 日本ソーシャルワーク教育学校連盟、淑徳大学

鈴木 智敦 名古屋市総合リハビリテーションセンター

高野 八千代 社会福祉法人南魚沼福祉会

田上 明 東京都医療ソーシャルワーカー協会

田村 満子 有限会社たむらソーシャルネット

中田 雅章 日本社会福祉士会 副会長、中田社会福祉士事務所

藤林 慶子 日本ソーシャルワーク教育学校連盟、東洋大学

前嶋 弘 社会福祉法人みなと寮

③オブザーバー

氏 名 所 属

道念 由紀 厚生労働省 社会･援護局 総務課 社会福祉専門官

④事務局

氏 名 所 属

１ 倉持 美保子 日本社会福祉士会 認定社会福祉士推進グループ 主査

２）開催状況

①委員会（７回）

日 程 場 所

年 月 日（日） 会議室（ ）

年 月 日（日） 会議室（ ）

年 月 日（日） 会議室（ ）

年 月 日（日） 会議室（ ）

年 月 日（日） 会議室（ ）

年 月 日（火） 会議室（ ）

年 月 日（火） 会議室（ ）
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高野 八千代 社会福祉法人南魚沼福祉会

田村 満子 有限会社たむらソーシャルネット

中田 雅章 日本社会福祉士会 副会長、中田社会福祉士事務所

②研修講師・運営スタッフ（スーパーバイザーのためのリーダー研修）

氏 名 所 属

野村 豊子 認定社会福祉士認証・認定機構理事、日本福祉大学

安藤 千晶 静岡市清水医師会 在宅医療介護相談室

岡田 まり 立命館大学

齊藤 順子 日本ソーシャルワーク教育学校連盟、淑徳大学

鈴木 智敦 名古屋市総合リハビリテーションセンター

高野 八千代 社会福祉法人南魚沼福祉会

田上 明 東京都医療ソーシャルワーカー協会

田村 満子 有限会社たむらソーシャルネット

中田 雅章 日本社会福祉士会 副会長、中田社会福祉士事務所

藤林 慶子 日本ソーシャルワーク教育学校連盟、東洋大学

前嶋 弘 社会福祉法人みなと寮

③オブザーバー

氏 名 所 属

道念 由紀 厚生労働省 社会･援護局 総務課 社会福祉専門官

④事務局

氏 名 所 属

１ 倉持 美保子 日本社会福祉士会 認定社会福祉士推進グループ 主査

２）開催状況

①委員会（７回）

日 程 場 所

年 月 日（日） 会議室（ ）

年 月 日（日） 会議室（ ）

年 月 日（日） 会議室（ ）

年 月 日（日） 会議室（ ）

年 月 日（日） 会議室（ ）

年 月 日（火） 会議室（ ）

年 月 日（火） 会議室（ ）

 

②研修リハーサル・事前打ち合わせ（ 回）

日 程 場 所

年 月 日（火） 会議室（ ）

（３） を活用したスーパービジョンの手引き検討委員会

１）委員会等

①委員会委員

氏 名 所 属 備 考

野村 豊子 認定社会福祉士認証・認定機構 理事、日本福祉大学 委員長

荒井 浩道 駒澤大学

田村 綾子 日本ソーシャルワーク教育学校連盟、聖学院大学

藤林 慶子 日本ソーシャルワーク教育学校連盟、東洋大学

前嶋 弘 社会福祉法人みなと寮

宮崎 清恵 日本医療ソーシャルワーカー協会、神戸学院大学

②オブザーバー

氏 名 所 属

道念 由紀 厚生労働省 社会･援護局 総務課 社会福祉専門官

③事務局

氏 名 所 属

１ 倉持 美保子 日本社会福祉士会 認定社会福祉士推進グループ 主査

２）開催状況

①委員会（７回）

日 程 場 所

年 月 日（土） 会議室（ ）

年 月 日（日） 会議室（ ）

年 月 日（土） 会議室（ ）

年 月 日（火） 会議室（ ）

年 月 日（日） 会議室（ ）

年 月 日（火） 会議室（ ）

年 月 日（金） 会議室（ ）

② 手引き作業委員会（ 回）

日 程 場 所

年 月 日（月） 会議室（ ）
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（４）研修会の開催状況

１）現任研修委員会

研修名 日 程・場 所 修了者

１ 地域共生社会の実現に向けたソー

シャルワーク実践力養成研修講師

養成研修

年 月 日（日）

会議室（ ）

６名

２）リーダー研修プログラム検討委員会

研修名 日程・場所 修了者

スーパーバイザーのためのリーダー

研修（試行研修）

２ 年 月 日（水・祝）

会議室（ ）

名
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